
6 2011  6 -7 月号

特 集　ソーシャルメディアが変える大学のコミュニケーション
現状分析1

ミは「バズ」という単語で表現されるこ
とも多い。
　ソーシャルメディアでは、人と人と
のつながりを主軸としてコミュニケー
ションが行われている。そこでは消費
者同士が誰に気兼ねすることなく本音
で話をしていることが多く、企業が想
像もしていない会話が行われているこ
ともある。消費者がブランドや企業を
どのように捉えているのかを正確に知
ることは、ソーシャルメディアを活用す
るうえでの第一歩であり、最も重要な
ステップと言える。
②会話をする：会話戦略
　消費者や顧客の会話に参加し、そ
の中で自社のメッセージを広める戦
略。継続的に傾聴することによって内
容が理解できるようになれば、その話
題に基づいて会話を始めることができ
る。適切なメディアを通して消費者と
コミュニケーションを行うことによっ
て、自社のメッセージを効率的に広め

ていくことが可能となる。
③活気づける：活性化戦略
　日常のコミュニケーションの中から
熱心な顧客・ファンを見つけ、彼らの
影響力を最大化し、仲間に働き掛け
てもらう戦略。自社サイトに顧客から
の評価や声をまとめて反映したり、自
らがコミュニティーを運営して顧客同
士の会話を促したりすることによって、
より多くの自然発生的な口コミを醸成
することが可能となる。
④支援する：支援戦略
　悩みや疑問を持っている顧客に対
し、ソーシャルメディアを通してサポー
トを行う戦略。従来のコールセンター
のような受動的なサポートではなく、
ソーシャルメディア上で問題を持つ人を
発見して積極的にサポートを申し出た
り、顧客同士で問題を解決できるよう
な場所を提供したりする。よりアク
ティブなサポートを行うことにより、ロ
イヤルティーを獲得することが可能と
なる。昨今はこれを「ソーシャル
CRM」とも呼ぶ。
⑤統合する：統合戦略
　顧客をマーケティング活動などのビ
ジネスプロセスに取り込み、商品改善
を行う戦略。ソーシャルメディアを通し
て顧客からブランドに対するフィード
バックをもらい、アイデアを引き出すこ
とによって、商品の開発、改良を迅速
に効率的に行うことが可能になる。多
くの企業では独自にコミュニティーを
運営し、こうしたアイデアを募集してい
る。アメリカでスターバックスが運営す
る「My Starbucks idea」は、有名な事
例である。日本でも良品計画の「くら
しの良品研究所」などが存在する。

　次に、ソーシャルメディアを活用す

ラットフォームと捉えることができ、こ
れまでとは質の異なるコミュニケーショ
ンが求められる。ソーシャルメディア
を通じていかに消費者と向き合うか
が、多くの企業に求められている課題
であろう。

　企業や大学はどのようにソーシャル
メディアを活用すればよいのか。ソー
シャルメディアに関わる仕事をしている
人たちがよく参考にしている書籍『グラ
ンズウェル』の中で紹介されている 5
つの戦略を基に説明していく。
①耳を傾ける：傾聴戦略
　オンライン上の会話（口コミ）に耳を
傾け（傾聴）、どこで、どのような人た
ちが、どんな内容の会話をしているの
かを理解し、ビジネスのヒントを見つ
け出す戦略。このオンライン上の口コ

　2010年から注目度が高まったソー
シャルメディアについて、その重要性
を2つの視点から見ていきたい。
　一つは、消費者にとってソーシャル
メディアが信頼できる情報源として成
長したことである。
　図表 1 は、ニールセンが2010年に
世界55か国でインターネットユーザー
を対象に実施したグローバル調査の結
果である。インターネットユーザーが
購入を決断する際、情報源として信頼
しているものは何かという質問に対す
る答えは、世界全体では「友人」「家
族」に次いで「オンラインの製品レ
ビュー」の順となっている。さらに、
日本の調査結果を抽出して集計したと
ころ、「オンラインの製品レビュー」が
最も信頼されていることがわかった。

　「オンラインの製品レビュー」はソー
シャルメディアの人気コンテンツの一つ
であるが、企業から情報が発信され
る「テレビ」や「製品のウェブサイト」と
いったメディアよりも、消費者が発信
する製品評価のほうが重要視されてい
る点は、注目に値するであろう。
　次に、ソーシャルメディアは消費者
のコミュニケーションスタイルを変えた
ことも、重要な点といえる。昨今で
は、消費者同士がつながり、情報を
共有し、企業が意図していないところ
でブランドを評価し、ときには別の消
費者を啓発するなどしている。ソー
シャルメディアがそれを容易にしたの
である。旧来のように企業から一方的
に情報を発信するスタイルでは、消費
者にメッセージが届きにくくなってい
る。今、ブランドは、企業ではなく消
費者が構築するものへと変わりつつあ
ると言えるだろう。

　ソーシャルメディアは、これまでに
存在していたメディアとは次の点で大き
く異なる。
①消費者が情報を発信し、それを消
費者が受信している⇒消費者同士が
つながっている。
　消費者はさまざまな形で情報共有・
評価を行っている。Q&Aサイトで消
費者同士が疑問を解決したり、情報
を共有したりしていることなどが、良
い例だろう。
②消費者が、受信したい情報をコン
トロールすることができる⇒情報受
信の主導権は消費者にある。
　インターネット上には膨大な情報が
存在しており、企業からの情報のみを
頼りにせずとも、自分の必要とする情
報を取りにいくことが可能である。
ソーシャルメディアは、これをより効率
的に行える環境を提供している。
③ソーシャルグラフ（消費者同士のつ
ながり）を介して情報が伝播する⇒企
業は情報の伝播をコントロールできな
い。
　典型的な例は「炎上」と呼ばれる現
象であろう。企業が行ったプロモー
ションの内容や告知方法などが、消
費者にネガティブに受け入れられ、そ
のことがソーシャルグラフを介し爆発
的に広がり、企業が謝罪するというこ
とが多く発生している。
　今、ソーシャルメディアの主導権は
消費者にある。企業にとってはコント
ロールが難しいメディアである一方、
消費者と直接対話のできる強力なプ
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ソーシャルメディアを活用するには、「傾聴」から始まる5つの戦略がある。
傾聴の重要性について述べ、海外と日本の企業のソーシャルメディアに
よるコミュニケーションの事例を紹介する。

従来のメディアとの
3つの違い

傾聴戦略の重要性と
米国企業の実践例

図表１ 購入決断の際にインターネットユーザーが信頼する情報源
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ションをうまく行っている日産自動車の
事例を取り上げる。日産自動車は早い
時期からソーシャルメディアを活用して
いる。ティーダブログは、ブログが隆
盛した2004年、ティーダという車種を
購入したオーナーとのコミュニケーショ
ンを目的に開設された。ティーダに関
する情報はもちろんのこと、オーナー
からの体験談や運転に関するハウツー
まで、さまざまなコンテンツを提供し
ていた。当初は期間限定の予定だっ
たが、好評であったため、実に6 年も
の間運営され、2010年の 9 月に終了
の運びとなった。このブログでは日産
の担当者が消費者とコミュニケーショ
ンをとっていた。企業を代表してはい
るが、企業対個人という形に陥らず、
個人としてのアイデンティティを保った
コミュニケーションをとっていた好事例
ではないだろうか。
　日産自動車はその他のソーシャルメ
ディアも積極的に活用している。ツ
イッターが少しずつ話題に上ってきた
2009年には、東京モーターショーで
期間限定のアカウントを取得し、消費
者とのコミュニケーションを図った。
電気自動車のリーフのプロモーション
では、マスメディアを使用せず、ツ
イッターを中心としたソーシャルメディ
アでのプロモーションを展開したのも
有名な話であろう。また、3 月の東日
本大震災の際には専門知識を生かし、
車中泊の注意事項や自動車関連の情
報を積極的に提供した。新車種発表
会をユーストリームで中継したこともあ
る。

　東日本大震災後に見えてきたソー
シャルメディアの重要性を、3 つのポ
イントで簡単に整理してみる。

①インフラとしての評価 
　震災発生直後、携帯電話などの通
信インフラが機能しなくなる中で、イ
ンターネットは重要な役割を果たした。
ツイッターやミクシィ、フェイスブック
などは、家族や知人の安否確認に多
く活用された。
②生の声や専門的な情報を発信
　ソーシャルメディアは大手メディアが
伝えられない被災地の生の声を世界に
届けた。それに呼応して各企業は自
社が持つ知識をソーシャルメディアを
通して提供した。前述の日産自動車の
ほか、NTTは回線の復旧状況につい
て継続的に情報提供を行った。政府、
地方自治体も、新しい情報発信チャネ
ルとして利用を進めている。
③ユーザーが示した良識
　幅広く活用される中で、有害物質を
含んだ雨が降るといったデマが、ツ
イッターを通じて一気に広まったりもし
た。一方で、デマを打ち消す情報発
信や提案も多く見られ、節電や、買い
占めの自粛をソーシャルメディアで呼
び掛ける動きもあった。
　以上、ソーシャルメディアが重要視
されている背景と、具体的な活用方法
を見てきた。2010年のソーシャルメ
ディア隆盛期を経て、消費者のコミュ
ニケーションのスタイルが変化してきた
ことは間違いない。そして大震災で
は、ソーシャルメディアが重要な役割
を担った。その一方で、高齢者などに
とってはいまだ敷居の高い存在である
という課題もある。
　未曽有の震災を経験した私たちのラ
イフスタイルは、今後さらに大きく変化
していくと予測できる。その中で、
ソーシャルメディアの役割がどのように
変化し、人々の日常生活に浸透してい
くのか注視していきたい。ソーシャル
メディアが人と人とのつながりを強くし
ていることは間違いない。

に参加し、顧客とコミュニケーション
をとる手法は、「傾聴」に「支援」を組
み合わせた事例と言える。

　「傾聴」以外の戦略についても、ソー
シャルメディアを活用した企業のコミュ
ニケーションの事例に基づいて紹介し
たい。まずは、ソーシャルメディア
マーケティングの先進国であるアメリカ
の事例を紹介する。
　アメリカでは、特にソーシャルメディ
アを活用した「支援戦略」、アクティブ
サポートが定着しており、ここ数年は
このようなカスタマーサービスがマー
ケティングの中心になると言われ始め
ている。ソーシャルメディアの発達が
カスタマーサービスをより強力で効果
的なものにし、そこからビジネスの改
善につながるアイデアも獲得できてい
るためである。
　大手ケーブルテレビ会社のコムキャ
ストがカスタマーサポートのためにツ
イッターを積極的に活用していること
は、有名な話である。また、大手家
電量販店のベストバイでもカスタマー
サービスをマーケティングとブランディ
ングの機会と捉えており、ツイッターを
通して従業員が消費者の悩みを解決す
るTwelpforceというアカウントを運用
している。両社とも、消費者が抱えて
いる問題を解決することが、ロイヤル
ティーを生み出し、最終的にセールス
につながる最も良い方法であると確信
している。
　日本では、どのような活用がされて
いるのであろうか。現状、多くの企業
ではキャンペーンやプロモーションに
ソーシャルメディアを活用することが中
心となっている。
　その中で、消費者とのコミュニケー

るための 5 つの戦略の中で最も重要
である傾聴戦略にスポットを当てて説
明をしたい。『グランズウェル』では、
企業がソーシャルメディアを傾聴する
理由を 6 つに分類している。

①ブランドが象徴しているものを知る 
②バズの変化を捉える
③コストを抑えながら、リサーチの
精度を高める 
④インフルエンサーを特定する
⑤広報上の危機に対応する
⑥新しい商品やマーケティングのアイ
デアを得る 

　これらのうちのいくつかを、ニール
センのアメリカにおける分析事例を交
えながら紹介したい。
①「ブランドが象徴しているものを知
る」
　消費者が自社をどのように理解し、
どのような競合と一緒に話題にしてい
るのかを把握することが最も基本的な
行為であり、同時にすべての出発点と
なる。話題の内容が、自社の想定し
ているブランドイメージと近しいのか、
離れているのか。また、他社ブランド
との競合関係において、自社ブランド
がどのようなポジションにあるか。こ
れらの把握は、マーケティング施策を
検討するうえで重要な情報となる。
　図表 2 は、ブランドポジショニング
をわかりやすく把握するために行った、
ブランドアソシエーションマップと呼ば
れる分析である。
　スポーツ関連メーカーの商品カテゴ
リ、競合、ブランドイメージが、ソー
シャルメディア上でナイキを中心とし
てどのように語られているのか、使わ
れている単語間の関連が強いほど距
離が近くなるようにマッピングを行っ
た。競合ブランドの中でも、ナイキの
すぐそばに位置するアディダスが、特

に比較対象とされていることが読み取
れる。
②「バズの変化を捉える」
　継続的なモニタリングを行うことに
よって、ブランドの評価や商品の売り
上げに影響を与えるトレンドの存在や
イベントを知ることも可能となる。ブラ
ンドのモニタリングにはさまざまな視点
があるが、ここでは、ある食品メー
カーの事例を紹介する。
　このメーカーは、自社が展開するダ
イエット食品に関するバズボリューム
（口コミ量）の推移を、商品を比較的
早い段階から利用していたアーリーマ
ジョリティー層と、ダイエットへの関心
が高いダイエット高関心層とに分けて
モニタリングを行っていた。すると、
アーリーマジョリティー層においてバズ
ボリュームの減少が見られた後、やや
遅れてダイエット高関心層にも減少傾
向が見られるようになり、ほどなくし
て販売がピークを迎えることとなった。
メーカーは、バズボリュームの減少傾
向から、商品の販売量が減少する兆
候を読み取って
いたため、生産
量をコントロール
し、過剰な在庫
を抱えるリスクを
回避できた。
⑤「広報上の危機
に対応する」
　企業に関連す
る事故や不祥事
は、瞬く間にイ
ンターネット上
で話題となり、
その情報が掲
示 板、SNS、ツ
イッターなどの
ソーシャルメディ
アで拡散し、企
業にとっては脅

威となる。したがって、リスクとなり
得るキーワードを集中的にモニタリン
グすることにより、脅威をいち早く察
知し、収拾のつかない事態を迎える
前に対策を講じることができる。ニー
ルセンでは、そのような脅威（threat : 
スレット）の検知を目的としたモニタリ
ングをスレットトラッキングと呼んでい
る。
　ある自動車メーカーは、モデルチェ
ンジを行った人気車種の販売直後、
その車種のトランスミッションが不具合
を起こしているという書き込みを検知
した。その後、このメーカーのスタッ
フはオンラインフォーラムに積極的に
参加し、顧客とのコミュニケーション
を開始する。スタッフであることを公
表したうえで、不具合について説明
し、不具合のある車のオーナーには
連絡を依頼。フォーラム上で不満を訴
えたオーナーに謝罪した。
　これは、オーナーたちから誠意のあ
る対応と受け取られ、評価する声が上
がった。担当者が積極的にフォーラム
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図表2 ナイキのブランドアソシエーションマップ分析＊

●スケッチャーズ

●

■サンダル

■

スニーカー■

■シャツ

■ズボン

●

●

オールド
ネイビー

トミー
ヒルフィガー

ショーツ■

▲違う

▲値段が高い

▲楽しい
▲良い●楽しむ

CM●

●学校

●意欲

●JUST DO IT

サッカー●
バスケットボール●

陸上競技●

お金●

費やす●

ギャップ●

●リーボック
●コンバース

■ソックス

かっこいい▲ ▲素晴らしい
●ランニング

トレーナー■

工場●

値段●

安定性●

●エアー

●アディダス
■シューズ

快適▲

●

▲

出典／Nielsen BuzzMetrics

競合

製品

関連する概念

ブランド属性

＊マップ内の用語は筆者による日本語訳 ＊参考文献　『グランズウェル ソーシャルテクノロジーによる企業戦略』（シャーリーン・リー、ジョシュ・バーノフ著、伊東奈美子訳。翔泳社、2008年）



2011  6 -7月号 9

特 集　ソーシャルメディアが変える大学のコミュニケーション現状分析1

ションをうまく行っている日産自動車の
事例を取り上げる。日産自動車は早い
時期からソーシャルメディアを活用して
いる。ティーダブログは、ブログが隆
盛した2004年、ティーダという車種を
購入したオーナーとのコミュニケーショ
ンを目的に開設された。ティーダに関
する情報はもちろんのこと、オーナー
からの体験談や運転に関するハウツー
まで、さまざまなコンテンツを提供し
ていた。当初は期間限定の予定だっ
たが、好評であったため、実に6 年も
の間運営され、2010年の 9 月に終了
の運びとなった。このブログでは日産
の担当者が消費者とコミュニケーショ
ンをとっていた。企業を代表してはい
るが、企業対個人という形に陥らず、
個人としてのアイデンティティを保った
コミュニケーションをとっていた好事例
ではないだろうか。
　日産自動車はその他のソーシャルメ
ディアも積極的に活用している。ツ
イッターが少しずつ話題に上ってきた
2009年には、東京モーターショーで
期間限定のアカウントを取得し、消費
者とのコミュニケーションを図った。
電気自動車のリーフのプロモーション
では、マスメディアを使用せず、ツ
イッターを中心としたソーシャルメディ
アでのプロモーションを展開したのも
有名な話であろう。また、3 月の東日
本大震災の際には専門知識を生かし、
車中泊の注意事項や自動車関連の情
報を積極的に提供した。新車種発表
会をユーストリームで中継したこともあ
る。

　東日本大震災後に見えてきたソー
シャルメディアの重要性を、3 つのポ
イントで簡単に整理してみる。

①インフラとしての評価 
　震災発生直後、携帯電話などの通
信インフラが機能しなくなる中で、イ
ンターネットは重要な役割を果たした。
ツイッターやミクシィ、フェイスブック
などは、家族や知人の安否確認に多
く活用された。
②生の声や専門的な情報を発信
　ソーシャルメディアは大手メディアが
伝えられない被災地の生の声を世界に
届けた。それに呼応して各企業は自
社が持つ知識をソーシャルメディアを
通して提供した。前述の日産自動車の
ほか、NTTは回線の復旧状況につい
て継続的に情報提供を行った。政府、
地方自治体も、新しい情報発信チャネ
ルとして利用を進めている。
③ユーザーが示した良識
　幅広く活用される中で、有害物質を
含んだ雨が降るといったデマが、ツ
イッターを通じて一気に広まったりもし
た。一方で、デマを打ち消す情報発
信や提案も多く見られ、節電や、買い
占めの自粛をソーシャルメディアで呼
び掛ける動きもあった。
　以上、ソーシャルメディアが重要視
されている背景と、具体的な活用方法
を見てきた。2010年のソーシャルメ
ディア隆盛期を経て、消費者のコミュ
ニケーションのスタイルが変化してきた
ことは間違いない。そして大震災で
は、ソーシャルメディアが重要な役割
を担った。その一方で、高齢者などに
とってはいまだ敷居の高い存在である
という課題もある。
　未曽有の震災を経験した私たちのラ
イフスタイルは、今後さらに大きく変化
していくと予測できる。その中で、
ソーシャルメディアの役割がどのように
変化し、人々の日常生活に浸透してい
くのか注視していきたい。ソーシャル
メディアが人と人とのつながりを強くし
ていることは間違いない。

に参加し、顧客とコミュニケーション
をとる手法は、「傾聴」に「支援」を組
み合わせた事例と言える。

　「傾聴」以外の戦略についても、ソー
シャルメディアを活用した企業のコミュ
ニケーションの事例に基づいて紹介し
たい。まずは、ソーシャルメディア
マーケティングの先進国であるアメリカ
の事例を紹介する。
　アメリカでは、特にソーシャルメディ
アを活用した「支援戦略」、アクティブ
サポートが定着しており、ここ数年は
このようなカスタマーサービスがマー
ケティングの中心になると言われ始め
ている。ソーシャルメディアの発達が
カスタマーサービスをより強力で効果
的なものにし、そこからビジネスの改
善につながるアイデアも獲得できてい
るためである。
　大手ケーブルテレビ会社のコムキャ
ストがカスタマーサポートのためにツ
イッターを積極的に活用していること
は、有名な話である。また、大手家
電量販店のベストバイでもカスタマー
サービスをマーケティングとブランディ
ングの機会と捉えており、ツイッターを
通して従業員が消費者の悩みを解決す
るTwelpforceというアカウントを運用
している。両社とも、消費者が抱えて
いる問題を解決することが、ロイヤル
ティーを生み出し、最終的にセールス
につながる最も良い方法であると確信
している。
　日本では、どのような活用がされて
いるのであろうか。現状、多くの企業
ではキャンペーンやプロモーションに
ソーシャルメディアを活用することが中
心となっている。
　その中で、消費者とのコミュニケー

るための 5 つの戦略の中で最も重要
である傾聴戦略にスポットを当てて説
明をしたい。『グランズウェル』では、
企業がソーシャルメディアを傾聴する
理由を 6 つに分類している。

①ブランドが象徴しているものを知る 
②バズの変化を捉える
③コストを抑えながら、リサーチの
精度を高める 
④インフルエンサーを特定する
⑤広報上の危機に対応する
⑥新しい商品やマーケティングのアイ
デアを得る 

　これらのうちのいくつかを、ニール
センのアメリカにおける分析事例を交
えながら紹介したい。
①「ブランドが象徴しているものを知
る」
　消費者が自社をどのように理解し、
どのような競合と一緒に話題にしてい
るのかを把握することが最も基本的な
行為であり、同時にすべての出発点と
なる。話題の内容が、自社の想定し
ているブランドイメージと近しいのか、
離れているのか。また、他社ブランド
との競合関係において、自社ブランド
がどのようなポジションにあるか。こ
れらの把握は、マーケティング施策を
検討するうえで重要な情報となる。
　図表 2 は、ブランドポジショニング
をわかりやすく把握するために行った、
ブランドアソシエーションマップと呼ば
れる分析である。
　スポーツ関連メーカーの商品カテゴ
リ、競合、ブランドイメージが、ソー
シャルメディア上でナイキを中心とし
てどのように語られているのか、使わ
れている単語間の関連が強いほど距
離が近くなるようにマッピングを行っ
た。競合ブランドの中でも、ナイキの
すぐそばに位置するアディダスが、特

に比較対象とされていることが読み取
れる。
②「バズの変化を捉える」
　継続的なモニタリングを行うことに
よって、ブランドの評価や商品の売り
上げに影響を与えるトレンドの存在や
イベントを知ることも可能となる。ブラ
ンドのモニタリングにはさまざまな視点
があるが、ここでは、ある食品メー
カーの事例を紹介する。
　このメーカーは、自社が展開するダ
イエット食品に関するバズボリューム
（口コミ量）の推移を、商品を比較的
早い段階から利用していたアーリーマ
ジョリティー層と、ダイエットへの関心
が高いダイエット高関心層とに分けて
モニタリングを行っていた。すると、
アーリーマジョリティー層においてバズ
ボリュームの減少が見られた後、やや
遅れてダイエット高関心層にも減少傾
向が見られるようになり、ほどなくし
て販売がピークを迎えることとなった。
メーカーは、バズボリュームの減少傾
向から、商品の販売量が減少する兆
候を読み取って
いたため、生産
量をコントロール
し、過剰な在庫
を抱えるリスクを
回避できた。
⑤「広報上の危機
に対応する」
　企業に関連す
る事故や不祥事
は、瞬く間にイ
ンターネット上
で話題となり、
その情報が掲
示 板、SNS、ツ
イッターなどの
ソーシャルメディ
アで拡散し、企
業にとっては脅

威となる。したがって、リスクとなり
得るキーワードを集中的にモニタリン
グすることにより、脅威をいち早く察
知し、収拾のつかない事態を迎える
前に対策を講じることができる。ニー
ルセンでは、そのような脅威（threat : 
スレット）の検知を目的としたモニタリ
ングをスレットトラッキングと呼んでい
る。
　ある自動車メーカーは、モデルチェ
ンジを行った人気車種の販売直後、
その車種のトランスミッションが不具合
を起こしているという書き込みを検知
した。その後、このメーカーのスタッ
フはオンラインフォーラムに積極的に
参加し、顧客とのコミュニケーション
を開始する。スタッフであることを公
表したうえで、不具合について説明
し、不具合のある車のオーナーには
連絡を依頼。フォーラム上で不満を訴
えたオーナーに謝罪した。
　これは、オーナーたちから誠意のあ
る対応と受け取られ、評価する声が上
がった。担当者が積極的にフォーラム
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図表2 ナイキのブランドアソシエーションマップ分析＊

●スケッチャーズ

●

■サンダル

■

スニーカー■

■シャツ

■ズボン

●

●

オールド
ネイビー

トミー
ヒルフィガー

ショーツ■

▲違う

▲値段が高い

▲楽しい
▲良い●楽しむ

CM●

●学校

●意欲

●JUST DO IT

サッカー●
バスケットボール●

陸上競技●

お金●

費やす●

ギャップ●

●リーボック
●コンバース

■ソックス

かっこいい▲ ▲素晴らしい
●ランニング

トレーナー■

工場●

値段●

安定性●

●エアー

●アディダス
■シューズ

快適▲

●

▲

出典／Nielsen BuzzMetrics

競合

製品

関連する概念

ブランド属性

＊マップ内の用語は筆者による日本語訳 ＊参考文献　『グランズウェル ソーシャルテクノロジーによる企業戦略』（シャーリーン・リー、ジョシュ・バーノフ著、伊東奈美子訳。翔泳社、2008年）


